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Abstract

Social exclusion and social inclusion is discussed a problem of social security, and the social 

policy in recent years.

I clarify social exclusion, and the current and future issuse about the study of social 

exclusion while depending on preceding study in Japan.

1．はじめに

近年、「社会的排除」「社会的包摂」という概念が、社会保障・社会政策の課題として議論さ

れている。本稿は、社会的排除とは何かを明らかにし、日本における社会的排除の研究の現状

と今後の課題を、先行研究に依拠しながら明らかにすることを目的とする。

2. 社会的排除の定義と登場の背景

2．1．社会的排除の定義

社会的排除とは、文字通り、「社会的」に「排除」されている状態のことをさす。社会的排除は、

貧困の延長線上にある状態である。簡単にいえば、「貧困が、生活水準を保つための資源の欠

如を表すのに対し、社会的排除とは、社会における人の「位置」や、人と人との関係、人と社

会との「関係」に関するもの」であり、「社会が人を追い出していくさま、それを問題として

いる」1。

社会的排除の定義・説明は、橘木・浦川（2006）、岩田（2008）、阿部（2011）等がある。橘

－ 35 －

brought to you by COREView metadata, citation and similar papers at core.ac.uk

provided by Ritsumeikan Research Repository

https://core.ac.uk/display/84116548?utm_source=pdf&utm_medium=banner&utm_campaign=pdf-decoration-v1


木・浦川（2006）を引用し、貧困と相対的剥奪、そして社会的排除の概念を整理しておく2。「貧

困は所得が不足することによって発生し、人が生きていくために基本的に必要な最低限の衣・

食・住が購入できないことに注目する。しかし、どういう財が必要か、といったことにはそれ

ほどの関心を寄せない。相対的剥奪は衣・食・住のみならず、社会的に人が快適、かつ安心し

て生活していくために必要な財・サービス・制度に注目して、人々がそれらの財・サービスか

らどれだけ剥奪されているかを論じる。

社会的排除はこの相対的剥奪をもう一歩前進させて、もっと具体的な剥奪度の計測からはじ

まって、社会から隔離され、そして排除されているのかを問題にする。そして排除されている

人がどのような人であるかを分析する。経済的な貧困だけでなく、劣悪な住宅が集中する一部

の地域に住み、安定的な収入を得られるような仕事もなく、その日その日を公的扶助で生活し

ているような人々を、社会的に排除されている人々とみなす」3。

阿部（2011）では、貧困と社会的排除の関係が整理されている。

「従来の「貧困」の概念は、ただ単に金銭的・物品的な資源（その人が持っているもの）が

不足している状況を示したものであった。

これに対して、「社会的排除」という概念は、資源の不足そのものだけを問題視するのでは

なく、その資源の不足をきっかけに、徐々に、社会における仕組み（たとえば社会保険や町内会）

から脱落し、人間関係が希薄になり、社会の一員としての存在価値を奪われていくことを問題

視する。社会の中心から、外へ外へと追い出され社会の周縁に押しやられるという意味で、「社

会的排除」という言葉が用いられている。社会的排除は、人と人、人と社会との関係に着目し

た概念であると言える」4。

2．2．「社会的排除」概念の登場の背景

なぜ、貧困の延長線上に、社会的排除という概念が登場してきたのだろうか 5。

発祥はフランスとされる。とくに、1974 年に刊行されたルネ・ルノワール『排除された人々

－フランス人の 10 人に 1 人』で注目されるようになった。当時、経済成長と社会保障制度の

恩恵を受けられない、取り残された社会階層の社会への参入が課題となっていた。フランス

では、「排除と参入」がセットとなり、社会保障の再編成が議論となった。1980 年代以降、世

界経済は、二度のオイルショックを経て、高度経済成長から低成長へと移行した。完全雇用が

達成されなくなり、失業と不安定な雇用が拡大する中、社会保障制度（社会保険や公的扶助）

から漏れ落ちる、つまり「排除」される人々が増加した。とくに、若年者の失業問題が深刻と

なった。失業が長期化すると、貧困のみならず、住宅や教育機会の喪失、家族の崩壊、社会保

険給付が受けられないなど、「排除」が社会問題となった。ヨーロッパ諸国において、このフ

ランス発祥の「排除と参入」という考え方が注目を浴びるようになり、経済社会統合を目指
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す EU（ヨーロッパ連合）の国々で、「社会的排除」（social exclusion）、「社会的包摂」（social  

inclusion）という言葉に変化し、EU 諸国の社会政策の重要な考え方になっていった。

日本では、2000 年代初頭から、社会的排除に大きな関心が寄せられるようになった。つまり、

単に貧困の解消だけでは対処できない生活上の複合的な諸問題が、EU 同様に拡大しつつあっ

たからである。日本において、社会的排除と社会的包摂が政策課題として表れてきた背景には、

貧困ととらえては解決できない問題が、複数・複合的に横たわってきたからである。

第1に、生活保護受給者・世帯の増加である。それは、単に数が増えているだけでなく、子ども、

女性、高齢者といった広い層に拡大している。

第 2 に、社会保険からの排除である。制度がその入り口で人々の加入を認めない「制度的な

排除」と、制度には加入していても現実には保険料や自己負担を担うことができない「実質的

な排除」がある6。

第 3 に、分断の存在である。①雇用における正規と非正規、②男女格差、③世代間格差、④

世代内格差、である。

人、組織、居場所、役割など自分の存在を承認するものがなくなったとき、人は疎外感を持

ち、排除される。近年ようやく、貧困をなくす取り組み・政策とともに、社会的排除をなくし、

社会的に包摂していく「社会的包摂」政策が議論されるようになった。つまり、社会的排除に

おちいった人は誰か、どのくらいいるのか、どういう排除状態にあるのかを分析し、社会的に

包摂する（排除をなくす）ことである。

社会的包摂とは、文字通り、「社会的」に「包摂」すること、つつみことむことである。社

会的包摂は社会的排除の解消を表す言葉であり、貧困や失業など様々な事情を背景に、社会か

ら排除されている人々の他者とのつながりを回復し、社会の相互的な関係性の中に引き入れて

いこうという考え方である。

そのためには、「家庭、地域社会、職場の機能を再生することに加え、様々な領域にわたる

問題が複雑に絡んで自分の力のみでは必要な支援策にたどり着くことが困難な人に対しては、

その方の抱える問題を全体的・構造的に把握したうえで、当事者本位の個別的、継続的、包括

的な支援を行う仕組みを構築することが重要である」7。

3．社会的排除の特色

社会的排除は、従来の貧困や相対的剥奪といった概念の延長線上にある。橘木・浦川（2006）、

福原（2007）の議論をもとに、貧困、相対的剥奪、社会的排除の比較をしたものが、表 1 であ

る8。

「要因」は、それぞれの現象に至る要因を示している。貧困は「生存のための基礎的なニー

ズの欠如」、相対的剥奪は「生存のための基礎的なニーズの欠如」+「標準的な生活のための
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物質的資源の剥奪（物質的剥奪と社会的剥奪）」、社会的排除は「生存のための基礎的なニーズ

の欠如」+「標準的な生活のための物質的資源の剥奪（物質的剥奪と社会的剥奪）」+「社会的

な参加・つながりの欠如」である。

「次元」は、要因の数を示している。貧困は所得という一次元的な要因のみなのに対し、相

対的剥奪・社会的排除は、所得のみならず複数の要因＝多次元の要因に基づいている。

「必要財・サービス」は、人が生きるために必要な財・サービスを示している。貧困は衣・食・

住などの身体的ニーズ、相対的剥奪は身体ニーズに加えて様々な財、物質的ニーズを考慮する。

それに対して、社会的排除は、身体的ニーズと物質的ニーズに加えて、社会に参加しているか

どうかにも注目する。

「分配と他人の関係」は、分配への配慮と他人との関係を示している。つまり、社会的排除は、

人々への分配への配慮のみならず、他人との関係に注目する。

「時間の長さ」は、関心を払う時間、計測する期間を示している。貧困と相対的剥奪は一時

的だが、社会的排除は長期にわたる。

「対象の人」は、対象とする人・モノを示している。貧困と相対的剥奪は個人と家計である。

社会的排除は個人と家計に加えて、人々が居住・所属するコミュニティ（共同体）にも注目する。

表１　貧困、相対的剥奪、社会的排除の比較
貧困 相対的剥奪 社会的排除

要因 ・生存のための基礎的な
ニーズの欠如

・生存のための基礎的な
ニーズの欠如
・標準的な生活のための
物質的資源の剥奪

（物質的剥奪と社会的
剥奪）

・生存のための基礎的な
ニーズの欠如
・標準的な生活のための
物質的資源の剥奪

（物質的剥奪と社会的
剥奪）
・社会的な参加・つながり
の欠如

次元 一次元 多次元 多次元

必要財・
サービス

身体的ニーズ 身体的ニーズ
物質的ニーズ

身体的ニーズ
物質的ニーズ
社会参加

分配と他人
の関係

分配に配慮 分配に配慮 分配に配慮
他人との関係

時間の長さ 一時的 一時的 長期的

対象の人 個人
家計

個人
家計

個人
家計
コミュニティ

出所：橘木・浦川（2006）p.283、福原（2007）p.15 より筆者作成。
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4．日本における社会的排除への取り組み

日本における社会的排除の最初の研究は、厚生労働省社会・援護局（2000）『社会的な援護

を要する人々に対する社会福祉のあり方に関する検討会」報告書』である。社会福祉において、

「社会的援護を必要とする人々に社会福祉の手が届いていない」という認識のもと、従来の社

会福祉は主たる対象を「貧困」としてきたとし、現代においては、（1）「心身の障害・不安」（社

会的ストレス問題、アルコール依存、等）、（2）「社会的排除や摩擦」（路上死、中国残留孤児、

外国人の排除や摩擦、等）、（3）「社会的孤立や孤独」（孤独死、自殺、家庭内の虐待・暴力、等）

といった問題が重複・複合化しており、こうした新しい座標軸をあわせて検討する必要がある、

と述べている。新たな福祉課題への対応の理念として、「今日的な「つながり」の再構築」、社

会的包摂を主張し、新しい福祉を構築する方法として、いくつかの具体的提言をおこなった。

福原（2007）は、「特に、この報告書の主張は、地方自治体、社会福祉法人そして福祉関係非

営利組織（NPO）やそこでの職員層に大きな影響を及ぼしてきた」と評価している9。

次に、厚生労働省（2002）『低所得者の新たな生活支援システム検討プロジェクト報告書』

がある。社会的包摂を重視していくとともに、少子・高齢化にともなう社会保障財政の負担の

増加を抑制する手段として、就労による自立支援の推進を強調した。この報告書は、その後の

生活困窮者への就労自立支援政策の出発点となった10。

2000 年代後半になり、ようやく政府は社会的排除に対応した取り組みを本格化させた。

2011年1月、「社会的包摂戦略（仮称）」策定に向けて、「『一人ひとりを包摂する社会』特命チーム」

が政府内に設置された。特命チームは 2011 年 8 月までに計 7 回の会合を重ねた。5 月末には「社

会的包摂政策を進めるための基本的考え方」を示し、8 月には「社会的包摂政策に関する緊急

政策提言」を示した。これまでの報告書と違ったのは、誰もが社会的排除におちいる可能性を

指摘し、社会的包摂を戦略的に取り組む必要性を強調したことである。

「経済のグローバル化、雇用の不安定化、地域・家族の紐帯の弱体化等の経済社会の構造変

化の中で、社会的に孤立し生活困難に陥るという新たな社会的なリスクが高まっている。一方

で、セーフティネットの基本的な構造は、安定した雇用とそれに支えられ扶養やケアを引き受

ける家族を前提として主に高齢期における所得や医療の保障を中心に発展してきたこれまで

の形を色濃く残し、見直しが不十分なままである。この結果、誰もが無防備なまま、貧困や社

会的な孤立、自殺などの様々なリスクと隣り合わせになりつつある。このような不安は潜在的

に多くの人々が抱くものとなっている」。

誰も排除しない社会の構築を目指した全国的な推進体制の構築など、「社会的包摂戦略（仮

称）」の策定を目指していたが、当時の民主党政権から自公連立政権に交代してから、その動

きは止まってしまった。
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5．今後の課題　－社会的包摂にむけて－

2014 年 9 月、日本学術会議の社会学委員会・経済学委員会合同－包摂的社会政策に関する

多角的検討分科会が、『提言　いまこそ「包摂する社会」の基盤づくりを』（以下、『提言』と

略す）として、政府に提言した。この提言をみることで、社会的排除を解消し、社会的包摂を

進めるための方法を確認しておきたい。

『提言』では、まず、今後の日本において、社会的包摂を社会政策の基本概念とし、すべて

の人が潜在的に有する能力をフルに発現できる社会（包摂する社会）を構築することが不可欠

であるとし、社会的包摂を基盤に据えた政策が必要とされる理由を 3 つ挙げている11。

第 1 に、日本の労働力人口が減少することほぼ不可避である中で、経済や社会の機能を維持・

発展させるためには、国民一人ひとりがかけがえのないメンバーとして社会参加し、それぞれ

の持つ潜在的な能力をできる限り発揮できる環境を整備すことが必要だからである。女性、高

齢者、家族の育児や介護を抱える個人、障害や疾病を抱える個人、外国人などの人々は、「社

会的弱者」とみなされることもあるが、その多様な経験を通じて貴重な資源とも言うべきもの

を有する人々でもある。すべての人が、社会に貢献できるように社会の仕組みを変えていく必

要がある。

第 2 に、社会的包摂の概念が、日本における有償・無償の労働の質の問題に直結するからで

ある。欧州における社会的包摂政策の中心は雇用促進であるが、日本においてはワーキングプ

アや長時間労働など、労働の「質」の問題が存在し、働くことが社会的包摂を意味していない。

労働政策に社会的包摂の概念を組みこむことは、特に日本の文脈において重要である。

第 3 に、財政事情が厳しい中でこそ、国としてのプライオリティを確認し、どのセーフティ

ネット機能を堅持し充実すべきなのか、国民的合意を練り上げる必要がある。その際に、社会

的包摂は目指すべき社会の基礎概念となり得る。現在は、国民の多くが漠然とした不安と政府

に対する不信感を抱えており、そうした不安と不信感を払しょくするためには、政策の直接の

影響を受ける当事者や、政策運営の担い手となる行政や NPO 法人などの関係者をも含めた国

民的議論の場を設け、将来の社会像を明確に共有することが不可欠である。

以上、3 つの理由を踏まえて、『提言』は、5 つの提言をおこなっている12。

第 1 に、社会的包摂を社会政策の基礎理念として位置付けること、第 2 に、貧困および社会

的排除に関する公式統計の整備、第 3 に、政府の再分配機能の改善、第 4 に、包摂的な政策の

グランドデザインをする常設機関の設置、第 5 に、労働法におけるコンプライアンスの徹底、

である。

最後に、社会的包摂政策において重要な視点をみておきたい。岩田（2008）が指摘している。

社会参加を労働参加に限定せず、幅広い社会活動への参加と認めていくことである。

「社会的包摂は、必ずしも労働市場への参加や復帰だけで達成されるものではない。労働だ
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けにこだわると、むしろ排除がそこから生み出される危険がある。（中略）現代の社会は、開

放的で世界の隅々にまで広げられた、知らない者同士の関係の網の目であると同時に、相対的

に閉鎖的な特定範囲の人々や地域の集合体でもある。社会へ参加するとは、こうした複雑な関

係の網の目の中で、その人らしく生きていくために、必要な関係を選び取って、その網の目の

中に入り込んでいくことであり、またそれを変更していく行為でもある。これらの行為の前提

に、その人の社会における帰属の確認があり、この帰属が「自由と選択」の開放的関係の展開

を支えている。労働参加は、この帰属や社会関係の重要な部分ではあるが、すべてではない。

人々は地域や家族、あるいはさまざまな社会団体へ帰属するものとして承認され、これらを基

点として多様な社会関係を結んでいるのである」13。

日本における社会的排除の研究（齋藤）

－ 41 －



注

* 本論文は JSPS 科研費 JP25380809 の助成を受けたものです。
1 阿部（2011）p.5 ～ 6 より抜粋引用。
2 橘木・浦川（2006）p.281 ～ 282 を引用。
3 引用部分の強調・下線は、筆者がほどこした。
4 阿部（2011）p.93 より要約引用。
5 福原（2007）p.12 ～ 14、岩田（2008）p.16 ～ 20 を要約引用。
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